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　「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊

急
経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措

置
」
と
し
て
、
現
在
さ
ま
ざ
ま
な
減
税

措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
中
小
企
業
が
利
用
で
き
る

も
の
に
つ
い
て
、
概
要
や
要
件
等
を
解

説
し
ま
す
。

な
お
、
制
度
内
容
は
随
時
変
更
さ
れ

る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
の
で
、
適
用
に

あ
た
っ
て
は
国
税
庁
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（
H
P
）
等
で
最
新
の
情
報
を
確
認
す

る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

国
税
庁
の
H
P
で
は
「
国
税
に
お
け

る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大

防
止
へ
の
対
応
と
申
告
や
納
税
な
ど
の

当
面
の
税
務
上
の
取
扱
い
に
関
す
る

F
A
Q
」
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

中
小
企
業
の

定
義
と
は

中
小
企
業
の
定
義
は
、
法
令
に
よ
っ

て
異
な
り
ま
す
の
で
注
意
が
必
要
で

す
。
今
回
「
中
小
法
人
」「
中
小
企
業

者
」
と
い
う
２
つ
の
定
義
が
登
場
し
ま

す
の
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
内
容
を
押
さ
え

て
お
き
ま
し
ょ
う
。

①�

　
中
小
企
業
の
定
義
Ａ
：「
中
小
法

人
」（
法
人
税
法
で
規
定
す
る
中
小

企
業
）

普
通
法
人
の
う
ち
、
事
業
年
度
末
に

お
い
て
資
本
金
・
出
資
金
の
額
が
１
億

円
以
下
で
あ
る
法
人
が
該
当
し
ま
す
。

た
だ
し
、
大
法
人
（
資
本
金
・
出
資

金
が
５
億
円
以
上
の
法
人
）
の

1
0
0
％
子
会
社
（
株
式
の
間
接
所
有

も
含
む
）
は
除
外
さ
れ
ま
す
。

②�

　
中
小
企
業
の
定
義
Ｂ
：「
中
小
企

業
者
」（
租
税
特
別
措
置
法
で
規
定

す
る
中
小
企
業
）

資
本
金
・
出
資
金
の
額
が
１
億
円
以

下
で
あ
る
法
人
が
該
当
し
ま
す
。

た
だ
し
、
大
規
模
法
人
に
発
行
済
株

式
の
２
分
の
１
以
上
を
所
有
さ
れ
て
い

る
法
人
、
ま
た
は
複
数
の
大
規
模
法
人

に
発
行
済
株
式
の
３
分
の
２
以
上
を
所

有
さ
れ
て
い
る
法
人
を
除
き
ま
す
。

な
お
、
大
規
模
法
人
と
は
、
資
本

金
・
出
資
金
が
１
億
円
超
の
法
人
、
ま

た
は
資
本
金
・
出
資
金
が
５
億
円
以
上

の
法
人
と
完
全
支
配
関
係
が
あ
る
法
人

（
み
な
し
大
企
業
）
で
す
。

ま
た
、
前
３
事
業
年
度
の
平
均
所
得

金
額
が
15
億
円
超
の
中
小
企
業
者
は
、               

中
小
企
業
者
を
対
象
と
す
る
特
例
等
の

適
用
除
外
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　「
中
小
法
人
」「
中
小
企
業
者
」
の
定

義
の
詳
細
は
、
国
税
庁
の
H
P
「
タ
ッ

ク
ス
ア
ン
サ
ー
：
措
置
法
上
の
中
小
法

人
及
び
中
小
企
業
者
」
を
参
照
し
て
く

だ
さ
い
。

いま、中小企業が利用できる
総まくり

公認会計士・税理士

佐々田 智子

コロナ禍対策として、現在さま
ざまな減税措置が講じられて
います。中小企業が利用できる
制度の概要や利用要件等を、
まとめました。

「減税措置」
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法
人
税
に
す
る
関
連
す
る

税
制
上
の
優
遇
措
置

⑴�

　
中
小
企
業
の
設
備
投
資
促
進
税
制

（
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
拡
充
）

中
小
企
業
の
設
備
投
資
に
係
る
税
制

上
の
優
遇
措
置
に
は
主
と
し
て
３
つ
の

制
度
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
一
定
の
要
件

の
下
に
取
得
し
事
業
の
用
に
供
し
た
資

産
の
特
別
償
却
・
税
額
控
除
・
即
時
償

却
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

【
対
象
企
業
】

青
色
申
告
法
人
で
あ
る
「
中
小
企
業

者
」（
前
記
「
中
小
企
業
の
定
義
B
」）

【
３
つ
の
制
度
の
概
要
】

次
の
３
つ
の
制
度
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ

れ
の
概
要
に
つ
い
て
は
図
表
１
に
記
載

し
て
い
ま
す
。

①
　
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

②
　
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制

③�

　
商
業
・
サ
ー
ビ
ス
業
・
農
林
水
産

業
活
性
化
税
制

な
お
、
今
回
コ
ロ
ナ
禍
に
対
す
る
追

加
経
済
対
策
と
し
て
、
①
の
中
小
企
業

経
営
強
化
税
制
の
対
象
と
な
る
資
産

に
、
従
来
の
「
生
産
性
向
上
設
備
」・

「
収
益
力
強
化
設
備
」
に
加
え
て
、「
テ

レ
ワ
ー
ク
等
の
た
め
の
設
備
」
が
追
加

さ
れ
ま
し
た
（
図
表
２
）。

詳
し
く
は
国
税
庁
の
「
テ
レ
ワ
ー
ク

等
の
た
め
の
中
小
企
業
の
設
備
投
資
税

制
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
」
を
参
照
し
て
く

だ
さ
い
。

⑵�

　
欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
還
付

（
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
拡
充
）

中
小
企
業
に
お
い
て
欠
損
金
が
生
じ

た
場
合
、
そ
の
欠
損
金
額
（
に
対
応
す

る
法
人
税
額
相
当
額
）
を
直
近
年
度
に

納
税
し
た
法
人
税
額
の
範
囲
内
で
還
付

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

ま
た
、
今
回
新
型
コ
ロ
ナ
税
特
法
の

特
例
に
よ
り
、
一
定
期
間
に
生
じ
た
欠

損
金
額
に
限
り
、
適
用
対
象
と
な
る
法

人
の
範
囲
が
拡
大
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
こ
の
制
度
に
は
、

① 

　
青
色
申
告
法
人
を
対
象
と
し
た
欠

損
金
繰
戻
し
還
付

② 

　
災
害
に
よ
っ
て
生
じ
た
欠
損
金
の

繰
戻
し
還
付

の
２
種
類
の
制
度
が
あ
り
ま
す
。

【
対
象
企
業
】

・ 「
中
小
法
人
」（
前
記
「
中
小
企
業
の

定
義
Ａ
」）
に
該
当
す
る
法
人

・ 

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
制
度
拡
充
で
対
象

に
追
加
さ
れ
た
次
の
法
人
…
資
本
金

10
億
円
以
下
の
法
人
（
大
規
模
法
人

関連サイト
（国税庁HP）

優
遇
措
置（
い
ず
れ
か
選
択
）

対象設備

事前申請等

適用期間

対象法人

即時
償却

税額
控除

特別
償却

制度名称 ③商業・サービス業・
農林水産業活性化税制②中小企業投資促進税制①中小企業経営強化税制

令和 3 年 3 月 31 日までに国内の事業の用に供すること

中小企業者等（ただし、各税制ごとに対象業種が限定されている）

認定経営革新等支援機関等
から経営改善に関する指導・

助言を受けることが必要
不要

なし

選択可

資本金 3,000 万円以下：10%
資本金 3,000 万円超　： ７％

30%

なし

資本金 3,000 万円以下の
企業のみ７％

30%

なし

資本金 3,000 万円以下の
企業のみ７％

中古資産は対象外

「経営力向上計画」を申請し
認可を受けることが必要

「経営力向上計画」に記載した
「生産性向上設備」または
「収益力強化設備」に
該当する一定の
・機械装置
・建物附属設備
・工具器具備品
・ソフトウェア

一定の
・機械および装置
・測定工具および検査工具
・ソフトウェア
・貨物自動車（3.5トン以上）
・内航船舶

経営改善指導等に基づき
取得した一定の
・建物附属設備
・器具備品

https://www.nta.go.jp/taxes/
shiraberu/taxanswer/hojin/
5434.htm

https://www.nta.go.jp/taxes/
shiraberu/taxanswer/hojin/
5433.htm

https://www.nta.go.jp/taxes/
shiraberu/taxanswer/hojin/
5435.htm

類
型 生産性向上設備 収益力強化設備

要
件

対
象
設
備

生産性が旧モデル比年平均 1％
以上向上する設備

◆機械装置
◆測定工具および検査工具
◆器具備品
◆建物附属設備
◆ソフトウェア（情報収集機能

および分析・指示機能を有するもの）

投資収益率が年平均 5％
以上の投資計画に係る設備

◆機械装置
◆工具
◆器具備品
◆建物附属設備
◆ソフトウェア

新たな類型（デジタル化設備）

テレワーク等のための
設備投資が追加

遠隔操作、可視化、自動制御化
のいずれかに該当する設備

◆機械装置
◆工具
◆器具備品
◆建物附属設備
◆ソフトウェア

図表１　３つの中小企業の設備投資促進税制の概要

図表2　中小企業経営強化税制の対象資産の拡大
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せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
商
品
等
の

廃
棄
損

●
地
方
税
の
取
扱
い

欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
還
付
制
度

は
、
地
方
税
に
は
あ
り
ま
せ
ん
。

⑶�

　
災
害
の
場
合
の
取
引
先
に
対
す
る

売
掛
債
権
等
の
免
除
額
の
損
金
算
入

（
会
社
規
模
の
制
限
な
し
）

法
人
が
、
災
害
を
受
け
た
得
意
先
等

の
取
引
先
に
対
し
て
そ
の
復
旧
を
支
援

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
災
害
発
生
後

相
当
の
期
間
内
に
売
掛
金
、
未
収
請
負

金
、
貸
付
金
そ
の
ほ
か
こ
れ
ら
に
準
ず

る
債
権
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
免
除
し

た
こ
と
に
よ
る
損
失
の
額
は
、
従
来
か

ら
寄
附
金
の
額
に
該
当
し
な
い
も
の
と

取
り
扱
わ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
、
法
人
税
法
基
本
通
達
の
改
正

に
よ
り
、
こ
の
「
災
害
」
に
新
型
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ
等
（
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
を
含
み
ま
す
）
が
発
生
し
、

入
国
制
限
や
外
出
自
粛
の
要
請
な
ど
自

己
の
責
め
に
帰
す
こ
と
の
で
き
な
い
事

情
が
生
じ
た
場
合
も
該
当
す
る
こ
と
が

明
示
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る

経
営
環
境
悪
化
に
際
し
て
想
定
さ
れ
る

次
の
場
面
で
の
損
金
算
入
の
取
扱
い
に

つ
い
て
法
人
税
法
基
本
通
達
の
改
正
が

行
な
わ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
国
税
庁
関

事
業
年
度
の
所
得
金
額
）

②
　
災
害
損
失
欠
損
金
の
繰
戻
し
還
付

災
害
に
よ
る
被
害
を
被
り
、
か
つ
災

害
の
あ
っ
た
日
か
ら
１
年
を
経
過
す
る

日
ま
で
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に
お
い

て
生
じ
た
災
害
損
失
欠
損
金
が
あ
る
場

合
に
は
、
欠
損
金
に
対
応
す
る
法
人
税

額
相
当
額
を
そ
の
事
業
年
度
開
始
の
日

前
２
年
（
白
色
申
告
の
場
合
は
１
年
）

以
後
に
開
始
し
た
事
業
年
度
の
法
人
税

額
を
限
度
と
し
て
還
付
金
を
請
求
で
き

る
制
度
で
す
。
中
間
申
告
で
も
、
還
付

請
求
が
可
能
で
す
。

●�
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
「
災
害
」
と
認
め

ら
れ
る
範
囲

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
の
影
響
で
棚
卸

資
産
や
固
定
資
産
な
ど
に
損
失
が
生
じ

て
い
る
場
合
や
、
感
染
症
の
拡
大
防

止
・
発
生
防
止
の
た
め
に
消
毒
等
の
費

用
を
支
出
し
て
い
る
場
合
に
認
め
ら
れ

ま
す
。
具
体
的
に
は
、
次
の
よ
う
な
損

失
・
費
用
を
い
い
ま
す
。

・
飲
食
業
者
の
食
材
の
廃
棄
損

・ 

感
染
者
が
確
認
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り

廃
棄
処
分
し
た
器
具
備
品
等
の
除
却
損

・ 

施
設
や
備
品
な
ど
を
消
毒
す
る
た
め

に
支
出
し
た
費
用

・ 

感
染
発
生
の
防
止
の
た
め
、
配
備
す

る
マ
ス
ク
、
消
毒
液
、
空
気
清
浄
機

等
の
購
入
費
用

・ 

イ
ベ
ン
ト
等
の
中
止
に
よ
り
、
廃
棄

（
資
本
金
が
10
億
円
超
の
法
人
な
ど
）

の
1
0
0
％
子
会
社
・
1
0
0
％
グ

ル
ー
プ
内
の
複
数
の
大
規
模
法
人
に

す
べ
て
の
株
式
を
保
有
さ
れ
て
い
る

法
人
は
除
く
）。
た
だ
し
、
こ
と
し

２
月
１
日
か
ら
令
和
４
年
１
月
31
日

ま
で
の
間
に
終
了
す
る
各
事
業
年
度

に
生
じ
た
欠
損
金
額
に
限
り
ま
す
。

【
制
度
の
概
要
】

①�

　
青
色
申
告
法
人
を
対
象
と
し
た
欠

損
金
繰
戻
し
に
よ
る
還
付

青
色
申
告
書
で
あ
る
確
定
申
告
書
を

提
出
す
る
事
業
年
度
に
欠
損
金
額
が
生

じ
た
場
合
に
、
そ
の
欠
損
金
額
に
対
応

す
る
法
人
税
額
相
当
額
を
そ
の
事
業
年

度
開
始
の
日
前
１
年
以
内
に
開
始
し
た

事
業
年
度
に
納
付
し
た
税
額
を
上
限
に

繰
り
戻
し
て
還
付
を
請
求
で
き
る
制
度

で
す
。

●
要
件

・ 

前
事
業
年
度
・
当
事
業
年
度
（
欠
損

事
業
年
度
）
と
も
青
色
申
告
書
を
提

出
期
限
ま
で
に
提
出
し
て
い
る
こ
と

（
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
で
申
告
期
限
を

個
別
延
長
し
た
場
合
に
は
、
申
告
書

を
提
出
し
た
日
が
期
限
と
な
る
）

・ 

還
付
請
求
書
は
欠
損
事
業
年
度
の
確

定
申
告
書
と
同
時
に
提
出
す
る
こ
と

●
計
算
方
法

還
付
金
額
＝
前
事
業
年
度
の
法
人
税

額
×（
当
事
業
年
度
の
欠
損
金
額
÷
前

連
サ
イ
ト
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

・ 

災
害
の
場
合
の
取
引
先
に
対
す
る
低

利
ま
た
は
無
利
息
に
よ
る
融
資

・
取
引
先
に
対
す
る
災
害
見
舞
金
等

・ 

下
請
企
業
の
従
業
員
等
の
た
め
に
支

出
す
る
費
用
（
災
害
に
関
す
る
見
舞

金
な
ど
）

【
国
税
庁
関
連
サ
イ
ト
】

　「
法
人
税
基
本
通
達
等
の
一
部
改
正

に
つ
い
て
（
法
令
解
釈
通
達
）」
令
和

２
年
４
月
13
日

固
定
資
産
税
に
関
連
す
る

税
制
上
の
優
遇
措
置

⑴�

　
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
売
上
が
減
少
し

た
中
小
企
業
の
固
定
資
産
税
減
免

（
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
新
設
）

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
経
営
環
境
が
悪
化

し
た
中
小
企
業
に
対
し
て
、
令
和
３
年

度
課
税
分
に
限
り
償
却
資
産
税
・
固
定

資
産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
が
減
免
さ

れ
ま
す
。

【
対
象
法
人
】

１
月
１
日
（
賦
課
期
日
）
時
点
で

「
中
小
事
業
者
」
で
あ
る
法
人
。「
中
小

事
業
者
」
は
前
記
「
中
小
企
業
の
定
義

Ｂ
」
の
「
中
小
企
業
者
」
と
ほ
ぼ
同
じ

で
す
が
、
前
３
事
業
年
度
の
平
均
所
得

金
額
が
15
億
円
超
の
法
人
も
適
用
対
象

と
な
り
ま
す
。
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【
対
象
資
産
】

・
償
却
資
産
・
事
業
用
家
屋

【
要
件
】

令
和
３
年
１
月
31
日
ま
で
に
認
定
経

営
革
新
等
支
援
機
関
等
の
確
認
を
受
け

た
う
え
で
、
特
例
の
適
用
が
あ
る
旨
の

申
告
を
行
な
う
こ
と
。
申
告
方
法
の
詳

細
は
、
提
出
先
の
地
方
自
治
体
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

【
減
免
の
内
容
】

こ
と
し
２
月
〜
10
月
ま
で
の
間
の
任

意
の
３
か
月
に
お
け
る
売
上
高
を
前
年

同
期
間
と
比
較
し
た
結
果
、

・ 

前
年
同
期
比
で
売
上
が
30
％
以
上

50
％
未
満
減
少
し
て
い
る
場
合
→
税

額
を
50
％
軽
減

・ 

前
年
同
期
比
で
売
上
が
50
％
以
上
減

少
し
て
い
る
場
合
→
税
額
を
全
額
免
除

⑵�

　
生
産
性
革
命
の
実
現
に
向
け
た
固

定
資
産
税
の
特
例
措
置
（
コ
ロ
ナ
禍

に
よ
り
拡
充
）

市
区
町
村
の
策
定
す
る
計
画
に
基
づ

き
「
先
端
設
備
等
導
入
計
画
」
の
認
定

を
受
け
た
中
小
企
業
に
対
し
て
、
各
市

区
町
村
の
判
断
に
よ
り
固
定
資
産
税
を

ゼ
ロ
か
ら
２
分
の
１
ま
で
の
範
囲
で
減

免
（
減
免
率
は
市
区
町
村
で
決
定
）
す

る
特
例
で
す
。
今
回
、
適
用
対
象
に
一

定
の
事
業
用
家
屋
・
構
築
物
が
加
え
ら

れ
、
ま
た
、
適
用
期
限
も
令
和
４
年
度

ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

【
対
象
法
人
】

1
月
1
日
（
賦
課
期
日
）
時
点
で

「
中
小
事
業
者
」
で
あ
る
法
人
。「
中
小

事
業
者
」
は
前
記
「
中
小
企
業
の
定
義

Ｂ
」
の
「
中
小
企
業
者
」
と
ほ
ぼ
同
じ

で
す
が
、
前
３
事
業
年
度
の
平
均
所
得

金
額
が
15
億
円
超
の
法
人
も
適
用
対
象

と
な
り
ま
す
。

【
対
象
設
備
・
要
件
】

図
表
３
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

【
適
用
期
限
・
減
免
の
内
容
】

令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に
、

地
方
自
治
体
か
ら
認
定
を
受
け
た
「
先

端
設
備
等
導
入
計
画
」
に
基
づ
き
取
得

を
し
た
一
定
の
設
備
に
つ
い
て
、
設
備

投
資
か
ら
３
年
間
、
固
定
資
産
税
を

０
％
〜
50
％
に
減
免
。

【
中
小
企
業
庁
関
連
サ
イ
ト
】

　「
生
産
性
向
上
に
向
け
た
中
小
企
業

者
・
小
規
模
事
業
者
の
新
規
投
資
を
促

進
す
る
た
め
、
固
定
資
産
税
の
特
例

（
固
定
ゼ
ロ
）
の
拡
充
・
延
長
を
行
い

ま
す
」

そ
の
ほ
か
の

減
税
措
置
等

⑴�

　
消
費
税
の
課
税
選
択
の
変
更
に
係

る
特
例
（
会
社
規
模
の
制
限
な
し
・

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
新
設
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の

影
響
を
受
け
、
か
つ
次
の
要
件
を
満
た

す
法
人
は
、
課
税
期
間
の
確
定
申
告
書

提
出
期
限
ま
で
に
申
請
す
れ
ば
、
課
税

業
者
選
択
の
変
更
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

そ
の
場
合
、
選
択
後
２
年
間
の
継
続
適

用
要
件
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

【
要
件
】

こ
と
し
２
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
１

月
31
日
ま
で
の
期
間
の
一
定
期
間
に
お

い
て
収
入
が
前
年
同
期
比
お
お
む
ね

50
％
以
上
減
少
し
て
い
る
こ
と
。

【
財
務
省
関
連
サ
イ
ト
】

　「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊

急
経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措

置
：
消
費
税
の
課
税
選
択
の
変
更
に
係

る
特
例
」

⑵�

　
特
別
貸
付
に
係
る
契
約
書
の
印
紙

税
の
非
課
税
（
会
社
規
模
の
制
限
な

し
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の

影
響
を
受
け
た
法
人
に
対
し
て
行
な
わ

れ
た
貸
付
に
係
る
契
約
書
の
う
ち
、
令

和
３
年
１
月
31
日
ま
で
に
作
成
さ
れ
る

も
の
に
つ
い
て
は
、
印
紙
税
が
非
課
税

と
な
り
ま
す
。

す
で
に
印
紙
を
貼
り
印
紙
税
を
納
付

し
て
い
る
場
合
に
は
、「
印
紙
税
過
誤

納
確
認
申
請
書
」
を
所
轄
の
税
務
署
に

申
請
す
れ
ば
還
付
さ
れ
ま
す
。
過
誤
納

と
な
っ
た
契
約
書
等
の
原
本
ま
た
は
過

誤
納
と
な
っ
た
事
実
を
金
融
機
関
等
が

証
明
し
た
書
類
の
原
本
の
提
示
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

【
財
務
省
関
連
サ
イ
ト
】

　「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊

急
経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措

置
：
特
別
貸
付
け
に
係
る
契
約
書
の
印

紙
税
の
非
課
税
」

さ
さ
だ

　と
も
こ
　
公
認
会
計
士
・
税
理
士
　
佐
々
田
公
認
会
計
士
事
務
所

対象資産 要件

償却資産
　▶機械および装置
　▶工具（測定工具・検査工具）
　▶器具備品
　▶建物附属設備

事業用家屋

構築物

下記のすべての要件を満たすもの
・生産性向上に資するものの指標が旧モデルと比較して年平均１％以上向上
しているもの

・生産、販売活動等に直接使用する設備であること
・中古資産でないこと
なお、資産ごとに取得価額・販売開始時期の基準がある

・取得価額の合計額が300万円以上の先端設備等とともに導入されたもの
・商品の生産もしくは販売または役務の提供の用に直接供するものであること
・取得価額が120万円以上

・旧モデル比で生産性が年平均1%以上向上するもの
・販売開始時期が14年以内
・取得価額が120万円以上

図表3　固定資産税の特例措置の対象資産と適用要件


